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1. 事業の概要 

（1）事業の名称、事業者及び種類 

名称 ２０２５年日本国際博覧会 

事業者 公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会 

会長 中西宏明 

事業の種類 ・都市計画法第４条第 12 項に規定する開発行為を伴う事業（施行区域の面

積が 50 ヘクタール以上であるものに限る。） 

・自動車ターミナル法第２条第４項に規定する自動車ターミナルの新設の事

業（同時に駐車することのできる自動車の台数が 1,000 台以上である駐車

場等を設けるものに限る。） 

（2）事業の目的及び内容 

目的 本事業は、2025 年に、大阪府大阪市において、国際博覧会条約に基

づく国際博覧会を開催するものである。 

本博覧会は、『いのち輝く未来社会のデザイン』をテーマとしている。こ

のテーマは、人間一人ひとりが、自らの望む生き方を考え、それぞれの可

能性を最大限に発揮できるようにするとともに、こうした生き方を支える持

続可能な社会を、世界が共創していくことを推し進めるものである。 

また、本博覧会は、2015 年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能

な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載された 2030 年までの国際目

標である「持続可能な開発目標（SDGs）」の達成に貢献するものとしてい

る。 

さらに、本博覧会は、その会場を「未来社会の実験場」として、新たな技

術やシステムを実証する場と位置づけることで、多様なプレーヤーによるイ

ノベーションを誘発し、それらを社会実装していくための巨大な装置として

いくこととしている。 

位置 此花区夢洲（会場予定地）、此花区舞洲（（仮称）舞洲駐車場候補地） 

面積 会場：約 155ha、（仮称）舞洲駐車場候補地：未定（7,500 台想定） 

開催期間（予定） 2025 年 5 月 3 日から 2025 年 11 月 3 日まで 

開催時間（予定） 午前 9 時から午後 10 時まで 

想定入場者数 約 2,820 万人（平均 15.2 万人/日、最大計画日来場者 28.5 万人/日） 

会場計画 パビリオン、会議・セミナー及びプレゼンテーション施設、エントランスゲー

ト、メディアセンター、迎賓館、サポート施設（飲食・物販施設、休憩スペー

ス、トイレ、緊急看護施設・警護施設、案内所、博覧会協会本部・バックヤ

ード） 

ゾーニング パビリオンワールド、グリーンワールド、ウォーターワールド 

延床面積 約 25.5 万㎡ 

その他 広場、インフラ整備（電気、ガス、通信、上水、雨水、汚水、空調用冷水を

想定）、緑地 等 

動線計画 大阪メトロ中央線（北港テクノポート線）が全体の約 40％、空港や主要駅

からのシャトルバスが約 20％、そのほかの自家用車・団体バス・タクシー等

が約 40％の分担率を想定 
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【会場ゾーニング】 

【エントランス、交通ターミナル（乗降場）及び貸切バス等駐車場の配置計画】 

【（仮称）舞洲駐車場候補地及び（仮称）夢洲駅】 

【赤枠点線内：会場予定地】 

【赤枠点線内：会場予定地】

(仮称 )舞洲駐車場候補地  
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施設関連車両主要走行ルート
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工事関連車両主要走行ルート
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2. 環境影響評価実施内容の概要 

（1）環境影響評価項目 

本事業の実施により影響を受けると考えられ、環境影響評価のなかで予測・評価を行う必要があ

ると考えられる項目として、万博会場予定地は、大気質､水質・底質、騒音、振動、低周波音、悪臭、

廃棄物・残土、地球環境、動物、植物、生態系、景観、自然とのふれあい活動の場の 13 項目、（仮

称）舞洲駐車場候補地は、大気質、騒音、振動、廃棄物・残土、動物、植物、生態系、自然とのふ

れあい活動の場の 8 項目を選定した。 

環境影響評価項目と環境影響評価要因の関係 

環境影響評価項目 

環境影響要因 

会場予定地 （仮称）舞洲駐車場候補地 

施
設

存
在

施
設

利
用

建
設･

解
体

工
事
中

施
設

存
在

施
設

利
用

建
設･

解
体

工
事
中

建
築
物

存
在

施
設

供
用

施
設
関
連
車
両

走
行

建
設
機
械

稼
働

工
事
関
連
車
両

走
行

土
地

改
変･

解
体

建
築
物

存
在

施
設

供
用

(

施
設
関
連
車
両

走
行)

建
設
機
械

稼
働

工
事
関
連
車
両

走
行

土
地

改
変･

解
体

大気質 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

水質・底質  ○    ○

騒音  ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○

振動  ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○

低周波音  ○

悪臭  ○

廃棄物・残土  ○    ○     ○

地球環境  ○

動物  ○  ○  ○   ○  ○

植物  ○    ○     ○

生態系  ○  ○  ○   ○  ○

景観 ○

自然とのふれあい活動の場   ○  ○   ○  ○ ○

 注：「○」は環境影響評価項目に選定した項目を、無印は影響を及ぼすおそれがない、またはほとんどないと

考えられる項目を示す。 
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（2）環境影響評価の実施を予定している区域 

環境影響評価の実施を予定している区域は、環境影響評価項目毎に環境影響が及ぶと想定さ

れる範囲を考慮し、大阪市此花区、住之江区、港区を予定している。 

（3）現況調査の概要 

調査は、既存資料の収集整理と、以下に示す現地調査を行う。なお、今後の事業計画の検討の

進捗を踏まえて、環境影響の把握を適切に行うため調査地点を見直す可能性がある。 

現地調査の内容（その 1） 

調査項目 調査方法 
調査時期 

及び頻度 

調査地点 

及び範囲 

大

気

質

二酸化硫黄 
「大気汚染に係る環境基準について」

に定める方法 

4 回/年（四季） 

各季 7 日間連続 

一般環境：1 地点 

二酸化窒素 
「二酸化窒素に係る環境基準につい

て」に定める方法 一般環境：1 地点 

沿道環境：3 地点 
浮遊粒子状物質 

「大気汚染に係る環境基準について」

に定める方法 

風向・風速 「地上気象観測指針」に定める方法 通年調査 一般環境：1 地点 

水

質

現地測定項目 
気温、水温、色相、水深、臭気、透明

度を現場にて観察 

12 回/年 

（毎月） 

3 地点 

（海面下 1ｍ、海底

面上 2ｍ） 

注 ）底層溶存酸素

は下層のみとし、海

底面上 1ｍ以内とす

る。 

生活環境項目 

「水質汚濁に係る環境基準」等に定め

る方法 

水生生物生息環境項目 

その他 

健康項目 
2 回/年 

（夏、冬） 

ダイオキシン類 

「ダイオキシン類による大気の汚染、水

質の汚濁 （水底の底質の汚染を含

む。）及び土壌の汚染に係る環境基

準」に定める方法 

1 回/年 

（夏） 

1 地点 

（海面下 1ｍ） 

流向・流速 流向・流速計による測定 

1 回/年（夏） 

15 日昼夜連続観

測 

2 地点 

（海面下 1ｍ、海底

面上 2ｍ） 

底

質

現地測定項目 
泥温、色相、臭気、性状を現場にて観

察 

2 回/年 

（夏、冬） 

3 地点 

（海底表層） 一般項目 

「底質調査方法」等に定める方法 

水底土砂項目 

ダイオキシン類 

「ダイオキシン類による大気の汚染、水

質の汚濁 （水底の底質の汚染を含

む。）及び土壌の汚染に係る環境基

準」に定める方法 

1 回/年 

（夏） 

1 地点 

（海底表層） 

騒

音

環境騒音 
「騒音に係る環境基準について」に定

める測定方法 2 回/年 

(平日、休日) 

24 時間/回 

1 地点 

道路交通騒音 

5 地点 

交通量 
交通量を目視により計数 

4 車種 
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現地調査の内容（その 2） 

調査項目 調査方法 
調査時期 

及び頻度 

調査地点 

及び範囲 

振

動

環境振動 
「振動規制法施行規則」に定める測定

方法 

2 回/年 

(平日、休日) 

24 時間/回 

1 地点 

道路交通振動 

5 地点 
地盤卓越振動数 

大型車走行時の 1/3 オクターブバンド

周波数分析器を用いて計測 

単独走行車 

10 台/点 

低

周

波

音

1/3 オクターブバンド周

波数別音圧レベル及び

G 特性音圧レベルのパワ

ー平均値 

「低周波音の測定方法に関するマニュ

アル」に定める方法 

2 回/年 

(平日、休日) 

24 時間/回 

1 地点 

悪

臭
臭気指数 

「臭気指数及び臭気排出強度の算定

の方法」に定める方法 
2 回/年（夏） 1 地点 

動

物

陸

域

動

物

哺乳類 
任意調査（フィールドサイン）、トラップ

調査 

4 回/年 

（四季） 
夢洲、舞洲 

鳥類 任意調査、ルートセンサス、定点調査 

5 回/年 

（春、繁殖期、夏、

秋、冬） 

夢洲、舞洲 

両生・は虫類 任意調査 
3 回/年 

（春、夏、秋） 
夢洲、舞洲 

昆虫類 
任意調査、ライトトラップ、ベイトトラッ

プ 

3 回/年 

（春、夏、秋） 
夢洲、舞洲 

底生生物 
任意調査、サーバーネット等による定

性採集、コドラート法による定量採集 

4 回/年 

(四季) 
夢洲 

海

域

動

物

動物プランクトン 
プランクトン(北原式)定量ネットを用い

て鉛直曳 

4 回/年 

（四季） 

海域 3 地点 

（海底面上 1ｍから

海面まで） 

魚卵・稚仔魚 稚魚ネットを用いて水平曳 
海域 3 地点 

（海面表層） 

底生生物 

グラブ式採泥器を用い、2 回採泥し、

1mm のふるいに残ったマクロベントス

を対象 

海域 3 地点 

（海底表層） 

漁業生物 刺網又は水中カメラによる調査 
4 回/年 

（四季） 
海域 1 地点 

付着生物 

（動物） 

枠取り法・採集現場スケッチ(写真)の

状況 

4 回/年 

（四季） 

夢洲護岸 1 地点 

（平均水面、大潮最

低低潮面、大潮最

低低潮面-1ｍ） 

植

物

陸

域

植

物

植物相 

（水生生物含む） 
任意調査 

3 回/年 

（春、夏、秋） 
夢洲、舞洲 

植生 コドラート調査、植生図 
2 回/年 

（夏、秋） 
夢洲、舞洲 

海

域

植

物

植物プランクトン 
バンドーン型採水器を用いて採水し、

試料とする。 

4 回/年 

（四季） 

海域 3 地点 

（海面下 1ｍ、海底

面上 2ｍ） 

付着生物 

(植物) 

枠取り法・採集現場スケッチ(写真)の

状況 

4 回/年 

（四季） 

夢洲護岸 1 地点 

（平均水面、大潮最

低低潮面、大潮最

低低潮面-1ｍ） 

景

観
眺望の状況 眺望地点からの写真撮影による 

1 回/年 

（夏～秋） 
4 地点 
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現地調査地点その 1 
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現地調査地点その２ 
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（4）予測の概要 

事業の実施が周辺地域の環境に及ぼす影響を予測する項目、方法、対象地域及び対象時期

は、以下に示すとおりである。 

予測の内容（施設の存在、利用）（その 1） 

予測項目 予測事項 予測方法 予測対象地域 予測対象時期

大気質 

施設の供

用 

二酸化窒素、浮遊粒子

状物質の年平均値 

大気拡散式による

数値計算 
事業計画地周辺 施設利用時 

施 設 関

連車両の

走行 

二酸化窒素、浮遊粒子

状物質の年平均値 

大気拡散式による

数値計算 

施設関連車両の走

行ルート 

施 設 関 連 車

両 台 数 最 大

時 

水質 
施設の供

用 

化学的酸素要求量、全

窒素、全リン、溶存酸素

量の夏季平均値 

多層富栄養化モデ

ルによる数値計算 

事業計画地周辺の

海域 
施設利用時 

底質 
施設の供

用 

化学的酸素要求量、全

窒素、全リンの汚染の程

度 

事業計画の内容、

水質の予測結果等

を基に推定 

事業計画地周辺の

海域 
施設利用時 

騒音 

施設の供

用 
等価騒音レベル 

騒音伝搬計算式に

よる数値計算 
事業計画地周辺 施設利用時 

施 設 関

連車両の

走行 

等価騒音レベル 
日本音響学会式に

よる数値計算 

施設関連車両の走

行ルート 

施 設 関 連 車

両 台 数 最 大

時 

振動 

施設の供

用 

振動レベルの 80％レン

ジ上端値 

振動伝搬理論計算

式による数値計算 
事業計画地周辺 施設利用時 

施 設 関

連車両の

走行 

振動レベルの 80％レン

ジ上端値 

土木研究所提案式

による数値計算 

施設関連車両の走

行ルート 

施 設 関 連 車

両 台 数 最 大

時 

低周波音 
施設の供

用 
G 特性音圧レベル 

距離減衰式による

数値計算 
事業計画地周辺 施設利用時 

悪臭 
施設の供

用 
悪臭指数 

大気拡散式による

数値計算又は事業

計画の内容、現地

調査結果等を基に

推定 

事業計画地周辺 施設利用時 

廃棄物 
施設の供

用 

廃棄物の種類、発生量、

リサイクル量 

事業計画の内容、

類似事例等による

推定 

事業計画地 施設利用時 

地球環境 
施設の供

用 

温室効果ガス（二酸化炭

素）の排出量 

原単位法による推

計 
事業計画地 施設利用時 

動物 

（陸域） 

施設の供

用 

陸域動物の生息環境の

改変の程度 

事業計画の内容、

現地調査結果等を

基に推定 

事業計画地周辺 施設利用時 

動物 

（海域） 

施設の供

用 

海域動物の生息環境の

改変の程度 

事業計画の内容、

水質・底質の現地

調査結果及び水質

予測結果等を基に

推定 

事業計画地周辺の

海域 
施設利用時 

植物 

(海域) 

施設の供

用 

海域植物の生育環境の

改変の程度 

事業計画の内容、

水質・底質の現地

調査結果及び水質

予測結果等を基に

推定 

事業計画地周辺の

海域 
施設利用時 
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予測の内容（施設の存在、利用）（その 2） 

予測項目 予測事項 予測方法 予測対象地域 予測対象時期

生態系 

（陸域） 

施設の供

用 

生態系に対する影響の

程度 

事業計画の内容、

現地調査結果等を

基に推定 

事業計画地周辺 施設利用時 

生態系 

（海域） 

施設の供

用 

生態系に対する影響の

程度 

事業計画の内容、

現地調査結果及び

水質・底質の予測

結果等を基に推定

事業計画地周辺及

び周辺の海域 
施設利用時 

景観 
施設の存

在 

代表地点からの眺望の

変化の程度 

フォトモンタージュ

の作成による方法 
事業計画地周辺 施設存在時 

自 然 と の

ふ れ あ い

活動の場 

施 設 関

連車両の

走行 

車両の走行による利用

者への影響の程度 

事業計画の内容等

による推定 
事業計画地周辺 

施 設 関 連 車

両 台 数 最 大

時 

予測の内容（建設・解体工事中）（その 1） 

予測項目 予測事項 予測方法 予測対象地域 予測対象時期

大気質 

建 設 機

械の稼働

二酸化窒素、浮遊粒子

状物質の年平均値 

大気拡散式による

数値計算 
事業計画地周辺 工事最盛期 

工 事 関

連車両の

走行 

二酸化硫黄の年平均値 
大気拡散式による

数値計算 
事業計画地周辺 工事最盛期 

二酸化窒素、浮遊粒子

状物質の年平均値 

大気拡散式による

数値計算 

工事関連車両の走

行ルート 
工事最盛期 

水質 
土地の改

変 

浮遊物質量（SS） 

事業計画の内容、

現地調査結果等を

基に推定 事業計画地周辺の

海域 
工事中 

水素イオン濃度（pH） 

事業計画の内容、

現地調査結果等を

基に推定 

騒音 

建 設 機

械の稼働

騒音レベルの 90％レン

ジ上端値 

日 本 音響学 会 式

（ASJModel-2007）

による数値計算 

事業計画地周辺 工事最盛期 

工 事 関

連車両の

走行 

等価騒音レベル 

日 本 音響学 会 式

（ASJModel-2018）

による数値計算 

工事関連車両の走

行ルート 
工事最盛期 

振動

建 設 機

械の稼働

振動レベルの 80％レン

ジ上端値

振動伝搬理論計算

式による数値計算
事業計画地周辺 工事最盛期

工 事 関

連車両の

走行 

振動レベルの 80％レン

ジ上端値 

土木研究所提案式

による数値計算 

工事関連車両の走

行ルート 
工事最盛期 

廃棄物・残

土 

土地の改

変・解体 

廃棄物・残土の発生量、

有効利用等 

事業計画の内容等

による推定 
事業計画地 工事中 

動物 

（陸域） 

建 設 機

械 の 稼

働、土地

の改変 

陸域動物の生息環境の

改変の程度 

事業計画の内容、

現地調査結果等を

基に推定 

事業計画地周辺 工事中 

動物 

（海域） 

土地の改

変 

海域動物の生息環境の

改変の程度 

事業計画の内容、

水質・底質の現地

調査結果及び水質

予測結果等を基に

推定 

事業計画地周辺の

海域 
工事中 

植物 

（陸域） 

土地の改

変 

陸域植物の生育環境の

改変の程度 

事業計画の内容、

現地調査結果等を

基に推定 

事業計画地周辺 工事中 
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予測の内容（建設・解体工事中）（その 2） 

予測項目 予測事項 予測方法 予測対象地域 予測対象時期

植物 

（海域） 

土地の改

変 

海域植物の生育環境の

改変の程度 

事業計画の内容、

水質・底質の現地

調査結果及び水質

予測結果等を基に

推定 

事業計画地周辺の

海域 
工事中 

生態系 

（陸域） 

建 設 機

械 の 稼

働、土地

の改変 

陸域動物の生息環境の

改変の程度 

事業計画の内容、

動物、植物の予測

結果等を基に推定

事業計画地周辺 工事中 

生態系 

（海域） 

土地の改

変 

陸域動物の生息環境の

改変の程度 

事業計画の内容、

動物、植物の予測

結果等を基に推定

事業計画地周辺の

海域 
工事中 

自 然 と の

ふ れ あ い

活動の場 

工 事 関

連車両の

走行、土

地 の 改

変、 

野外リクリエーション施設

等の改変の程度、車両

の走行による利用者への

影響の程度 

事業計画の内容等

による推定 
事業計画地周辺 工事最盛期 

（5）評価方法 

環境影響の予測結果については、生活環境、自然環境の保全等の見地から客観的に評価する

ため、環境影響項目ごとに環境保全目標を設定し評価する。 

評価の観点（その 1） 

項 目 評価の観点 

大気質 

・環境への影響を最小限にとどめるよう、環境保全について配慮されていること。 

・環境基本法に定められた環境基準の達成と維持に支障がないこと。 

・大気汚染防止法、大阪府生活環境の保全等に関する条例に定められた排出基準、総量規

制基準、規制基準等に適合すること。 

・大阪市環境基本計画の目標、方針の達成と維持に支障がないこと。 

水質・底質 

・環境への影響を最小限にとどめるよう、環境保全について配慮されていること。 

・環境基本法、ダイオキシン類対策特別措置法に定められた環境基準の達成と維持に支障が

ないこと。 

・水質汚濁防止法、ダイオキシン類対策特別措置法、大阪府生活環境の保全等に関する条

例に定められた排水基準、総量規制基準等に適合すること。 

・瀬戸内海環境保全特別措置法に定められた許可基準に適合すること。 

・窒素及びその化合物並びに燐及びその化合物に係る削減指導方針（平成 8 年 7 月 24 日

大阪府告示第 1244 号）に基づく水質管理値に適合すること。 

・大阪市環境基本計画の目標の達成と維持に支障がないこと。 

・事業により底質の汚染を進行させないこと。 

騒音 

・環境への影響を最小限にとどめるよう、環境保全について配慮されていること。 

・環境基本法に定められた環境基準の達成と維持に支障がないこと。 

・騒音規制法や大阪府生活環境の保全等に関する条例に定められた規制基準に適合するこ

と。 

・大阪市環境基本計画の目標の達成と維持に支障がないこと。 

振動 

・環境への影響を最小限にとどめるよう、環境保全について配慮されていること。 

・振動規制法や大阪府生活環境の保全等に関する条例に定められた規制基準に適合するこ

と。 

・大阪市環境基本計画の目標の達成と維持に支障がないこと。 

低周波音 
・環境への影響を最小限にとどめるよう、環境保全について配慮されていること。 

・大阪市環境基本計画の目標の達成と維持に支障がないこと。 
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評価の観点（その 2） 

項 目 評価の観点 

悪臭 

・環境への影響を最小限にとどめるよう、環境保全について配慮されていること。 

・悪臭防止法に定められた規制基準に適合すること。 

・大阪市環境基本計画の目標の達成と維持に支障がないこと。 

廃棄物・残土 

・環境への影響を最小限にとどめるよう、環境保全について配慮されていること。 

・廃棄物等の発生量が抑制され、発生する廃棄物等が適正に処理されていること。 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律に定められた規制基準等に適合すること。 

・大阪市環境基本計画の目標の達成と維持に支障がないこと。 

地球環境 

・環境への影響を最小限にとどめるよう、環境保全について配慮されていること。 

・温室効果ガスやオゾン層破壊物質の排出抑制に配慮されていること。 

・特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律に定める基準等に適合するものであ

ること。 

・太陽光発電等の再生可能エネルギーの導入やエネルギーの使用の合理化に努めるなど適

切な措置が講じられていること。 

・大阪市環境基本計画の目標の達成と維持に支障がないこと。 

動物 

・環境への影響を最小限にとどめるよう、環境保全について配慮されていること。 

・法令を遵守するとともに、国、大阪府及び大阪市の自然環境に関する計画又は方針に定め

る目標の達成と維持に支障を及ぼさないこと。 

・事業計画地周辺における陸生動物、海域動物の生育・生息環境に著しい影響を及ぼさない

こと。 

・事業計画地周辺における陸域動物、海域動物の生育・生息環境の創出に配慮しているこ

と。 

植物 

・環境への影響を最小限にとどめるよう、環境保全について配慮されていること。 

・法令を遵守するとともに、国、大阪府及び大阪市の自然環境に関する計画又は方針に定め

る目標の達成と維持に支障を及ぼさないこと。 

・事業計画地周辺における陸生植物、水生植物の生育環境に著しい影響を及ぼさないこと。 

・事業計画地及び事業計画地周辺において、陸生植物、水生植物の生育環境の創出に配慮

していること。 

生態系 

・環境への影響を最小限にとどめるよう、環境保全について配慮されていること。 

・法令を遵守するとともに、国、大阪府及び大阪市の自然環境に関する計画又は方針に定め

る目標の達成と維持に支障を及ぼさないこと。 

・事業計画地周辺の生態系に著しい影響を及ぼさないこと。 

景観 

・魅力ある都市景観の形成及び周辺都市景観との調和に配慮していること。 

・大阪市景観計画、その他景観法及び大阪市都市景観条例等に基づく計画又は施策等の推

進に支障がないこと。 

自然とのふれ

あい活動の場

・ふれあい活動の場の改変等に対して、適切な配慮がなされていること。 

・ふれあい活動の場に対する影響を最小限にとどめるよう環境保全について配慮されているこ

と。 
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3. 環境保全及び創造の考え方 

 環境の保全及び創造のために講じることを予定している措置は、次のとおりである。 

① 工事計画 

工事計画の策定にあたっては、最新の公害防止技術や工法等の採用及び低公害型機材の

使用等、周辺地域に対する影響の回避・低減対策を検討する。 

建設資機材等の運搬にあたっては、車両走行ルートの適切な選定、通行時間帯の配慮、輸

送効率の向上、運転者への適正走行の周知徹底、工事関係車両の運行管理等、周辺地域に対

する環境影響の回避・低減対策を検討する。 

② 交通計画 

建設工事の実施にあたっては、工事関連車両の走行ルートは歩道を有する幹線道路利用、

高速道路利用を優先し、一般道路の走行は可能な限り短くすることにより交通渋滞の防止や歩

行者等の交通安全確保に努める。 

作業員の通勤手段に関しては公共交通の利用を奨励し、自動車使用の抑制に努めることに

より、周辺環境に配慮する。 

③ 緑化計画 

グリーンワールドに緑地を設けるほか、敷地内のオープンスペース等についても、可能な限り

緑化するよう努める。 

④ 廃棄物に関する計画 

建設工事に伴い発生する土は、可能な限り事業計画地で利用し発生量の抑制を図り、事業

計画地外に搬出する場合は、関係法令に基づき適切に対処をするとともに、再利用等の有効利

用策を検討する。 

再利用や再資源化に配慮した建設資材を選定するなど、施設の解体時に発生する廃棄物の

発生抑制に努める。 

供用時においては、ごみの減量や分別排出に対する啓発を行うことにより、ごみの減量化を図

る。 

⑤ 環境保全計画 

ａ．大気質 

建設工事の実施にあたっては、必要に応じて散水を行い、土砂の搬出入時はトラック荷台

をシートで覆うなど粉じんの発生・飛散防止に努める。また、国土交通省指定の排出ガス対策

建設機械の採用や良質燃料の使用等により、大気汚染物質の排出量の低減に努めるととも

に、空ふかしの防止、アイドリングストップの励行等、適切な施工管理を行う。 

建設工事の実施にあたっては、工事関連車両の走行ルートは歩道を有する幹線道路利用、

高速道路利用を優先し、一般道路の走行は可能な限り短くすることにより交通渋滞の防止等

に努める。 

建設資機材等の運搬にあたっては、車両走行ルートの適切な選定、通行時間帯の配慮、

輸送効率の向上、運転者への適正走行の周知徹底、工事関係車両の運行管理等、周辺地

域に対する環境影響の回避・低減対策を検討する。 

ｂ．水質・底質 

原則として公共下水道が利用可能である場合、工事排水及び供用時の排水は放流基準を

満たす処理を行った後に下水道へ放流することで環境影響を回避する。公共下水道が利用

できない場合においても、工事排水は沈殿池等により SS 等を適切に処理したのちに海域へ

放流し、供用時の排水は適切な処理施設を設置し、「水質汚濁防止法」や「瀬戸内海環境保

全特別措置法」等の放流基準を満たす処理を行った後に海域に放流することで環境影響を

低減する。 
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ｃ．土壌 

建設工事の実施にあたっては、工事着手前に土壌汚染対策法及び大阪府生活環境保全

等に関する条例等に従い、関係機関と協議し手続きを進めるとともに、汚染土壌が確認され

た場合は、上記法・条例に基づき適切な対応を図る。 

ｄ．騒音・振動・低周波音 

建設工事の実施にあたっては、国土交通省指定の低騒音型建設機械及び低振動型建設

機械の採用等により、騒音・振動の発生の抑制に努めるとともに、空ふかしの防止、アイドリン

グストップの励行等、適切な施工管理を行う。 

ｅ．悪臭 

排水処理施設を設置する場合に生じる排気は脱臭設備を設置して処理することで環境へ

の影響を低減する。 

ｆ．地球環境 

再生可能エネルギーの活用、その他省エネルギー技術の導入を検討する。 

建設資機材等の運搬にあたっては、車両走行ルートの適切な選定、通行時間帯の配慮、

輸送効率の向上、運転者への適正走行の周知徹底、工事関係車両の運行管理等、周辺地

域に対する環境影響の回避・低減対策を検討する。 

建設工事の実施にあたっては、工事関連車両の走行ルートは歩道を有する幹線道路利用、

高速道路利用を優先し、一般道路の走行は可能な限り短くすることにより交通渋滞の防止や

歩行者等の交通安全確保に努める。また、国土交通省指定の排出ガス対策建設機械の採用

や良質燃料の使用等により、大気汚染物質の排出量の低減に努めるとともに、空ふかしの防

止、アイドリングストップの励行等、適切な施工管理を行う。 

作業員の通勤手段に関しては公共交通の利用を奨励し、自動車使用の抑制に努めること

により、周辺環境に配慮する。 

ｇ．ヒートアイランド 

グリーンワールドに緑地を設けるほか、敷地内のオープンスペースなど、緑化可能な部分

はできるだけ緑化するよう努める。施設供用時は、ドライミストを用いた施設の整備など水の気

化熱を利用した外気温上昇抑制対策を検討する。 

ｈ．動物・植物・生態系 

現況の生物の生息状況の把握に努め、必要に応じて生息環境に及ぼす影響を低減するよ

う配慮する。  

ｉ．景観 

人工島であり、水辺に隣接しているという特徴や眺望を生かすとともに、周辺の景観やまち

づくりと調和した会場づくりに努める。 

お問合せ先

 公益社団法人 2025 年日本国際博覧会協会 整備局 整備部 整備計画課 

住 所 〒559-0034 大阪市住之江区南港北 1-14-16 大阪府咲洲庁舎 43 階

電話: 06-6625-8679 FAX: 06-6625-8738

本書に掲載した地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の電子地形

図 25000 を複製したものである。（承認番号 令元情複、第 759 号） 


